


















































































































































８ 10 10 ９ ９ 17 18 11 ８




































466,279（ 99）144,368（ 91）89,345（ 96）569,403（ 91）225,714（ 94）4,839（111）1994
456,033（ 97）134,868（ 85）87,837（ 94）526,460（ 85）209,420（ 87）5,078（117）1997
484,210（103）133,890（ 85）92,031（ 99）488,304（ 78）201,762（ 84）6,687（154）1999
432,683（ 92）120,746（ 76）89,096（ 96）466,598（ 75）185,937（ 77）4,997（115）2002
407,921（ 86）115,132（ 73）86,993（ 93）444,596（ 71）177,851（ 74）5,556（128）2004











































































































































































































































































































































































































所 在 地店舗面積開 店 日小 売 店 名
郊外（旭川市緑が丘）2,388㎡2002年２月１．ビッグハウス西神楽
郊外（旭川市西御料）4,100㎡2002年５月２．100万ボルト旭川店
郊外（旭川市西御料）1,290㎡2002年10月３．ファションセンターしまむら
郊外（旭川市永山）3,439㎡2002年11月４．永山ショッピングセンター
周辺（旭川市永山）3,424㎡2002年12月５．ウエスタンパワーズ
郊外（旭川市神居）1,811㎡2003年４月６．ファションセンターしまむら
郊外（旭川市旭町）3,450㎡2003年８月７．旭町ショッピングセンセンター
郊外（上川郡東神楽町）14,520㎡2003年10月８．スーパーセンターベストム
郊外（旭川市緑町）39,486㎡2004年４月９．イオン旭川西ショッピング
中心市街地6,330㎡2004年６月10．宮前ショッピングセンター
郊外（旭川市花咲町）3,711㎡2005年４月11．２条通ショッピングセンター
郊外（旭川市川端町）8,857㎡2006年６月12．ウエスタン川端ショッピング
周辺地域（南６条通18丁目）15,456㎡2008年８月13．複合商業施設
中心市街地（１条通８丁目）9,900㎡2011年９月14．Feeeal（フィール）旭川
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図７ 旭川市における小売商店数と年間販売額の推移
資料：商業統計表
図８ 産業小分類で見た飲食料品小売業（生鮮３品の小売業）の変化率
資料：旭川市「旭川市統計書」
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図９ 組合員と非組合員の店舗と空き店舗の数
旭川平和通買い物公園商店街振興組合資料により作成
を産業小分類に細分化した青果、鮮魚、食肉等の業種店の1999年の商店数を100とした2007年の比率
である。米穀店は42％、鮮魚店は51％、食肉と酒販店は60％、菓子・パン、青果は65％にそれぞれ
大きく減少している。
２）中心市街地商店街の空き店舗の増加、商店街振興組合数、歩行者通行量の減少
2000年の中心市街地活性化法に基づいて設定された中心市街地は、南北を朱別川と忠別川に挟ま
れた2.3km、東西を４条通り東鷹栖通り（１丁目）と大雪通り（18丁目）に挟まれた約2.5kmのエリ
アであった。その後ＪＲ旭川駅と線路が高架になったのを契機に、神楽地区も中心市街地に加わっ
て382haに拡大した。現在、このエリアに旭川平和通買い物公園、旭川平和通三和、緑橋ビル、旭川
銀座の４つの振興組合を結成している商店街が存立している28）。ＪＲ旭川駅と接していて、エリア
の大きい旭川平和通買い物公園商店街でみると、2011年２月現在、総店舗169のうち、空き店舗は31
と18％を占めている。
また、コンビニをはじめとする本社を域外にもつチェーン企業の増大にともない、振興組合の要
となる地域の商店主が減り、組合員は減り続けている。営業している店舗138店舗のうち、67店舗、
４割は非組合員の店舗で占められ、残りの71店舗、42％が組合員の店舗であり、年末や中元等ハレ
の日の統一した活動によるマーケティング戦略の実践が難かしくなっている（図９）。
歩行者・交通量も毎年減少傾向にある、図10は1979年から平和通買物公園の夏場の金、土、日の
３日間に、午前10時から午後８時まで宮下方面に向かう通行者と９条方面に向かう通行者を２種類
に分けて、10カ所で測定した延べ人数である。それによると1979年36万人から2013年には約
9
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136,000人へと約1/3に減っている。
以上の結果、中心市街地を構成する中央地区と大成地区の人口は減少しつつある。1995年以降
2010年までの16年間で見ると、中央地区は4,500人から3,449人へと1,051人、23％、大成地区は
6,300人から5,276人へと1,024人、16％それぞれ減り、併せて2,075人、19％も減少し、中心市街地
の空洞化が進行してきている（図11）。
３）旭川市中心市街地活性化基本計画と目標達成のための事業推進
同市の中心市街地は図12に示すように旭川駅を中心に買物公園周辺と銀座通周辺を含む中心商店
街地区、常磐公園地区、北彩都地区、神楽地区の382haである。表３に示す目標の数値は、まちなか
居住については、基準値は2010年時点の9,494人から2015年には500人増の10,000人を、歩行者通行
量については、基準値は2008年時点の132,157人から2015年には13,000人増の145,000人を、また、
ＪＲ旭川駅の中に設置されている観光情報センターの利用者数については、基準値は2008年時点の
50,922人から2015年には9,000人増の60,000人をそれぞれ目標値としており、これらの目標を達成
するために表３に示すように67事業が推進されている。
とりわけ、まちなか居住の増加については、「中心市街地市営住宅整備事業」として、北彩都団
地に子育て世帯10戸、身障者・高齢者世帯７戸、一般世帯21戸、合計44戸の入る１号棟、子育て世
帯30戸、身障者・高齢者世帯９戸、一般世帯14戸、合計53戸の入る２号棟、子育て世帯30戸、身障
者・高齢者世帯９戸、一般世帯34戸、合計53戸が入るが入った３号棟が2016年完成を目指して建築
中である。高齢者等居住安定化事業として、2012年９月に高齢者向けサービス付き賃貸住宅32戸が
完成し、また民間でも建設が予定されている29）。まちなか移住・住み替え支援事業として、まちな
か住み替えを支援する旭川まちなか居住協議会を設立し、中心市街地へ移住を希望する高齢者世帯
図1０ 平和通買い物公園商店街通行量
資料：旭川市中心市街地活性化協議会「旭川平和通買物公園通行量調査結果」
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に対し、住宅の情報提供・斡旋、既存一戸建て住宅の売却や賃貸に関する相談手続きなどの窓口を
設けて、まちなか移住・住み替えを推進している。
３）「まちなか居住」と「歩行者通行量」の中間進捗状況
他市とは異なり、同市の住宅整備や移住・住み替え支援等の各種事業推進によって、とりわけ
「まちなか居住」増加が進んでおり、また、「歩行者交通量」増加も目標値に近づいている。まちな
か居住人口は2013年９月時点で基準値に対して102％と185名増えている。また、歩行者通行量も基
準値の103％と3,984人増加している。目標達成率もそれぞれ97％、94％と高く、事業の終了する
2015年にはかなり高い達成率が期待できる（表４参照）。
2015年春の開業予定で、イオン株式会社とＪＲ北海道の共同開発によるイオンモールＪＲ旭川
（仮称）の１１階建て大型商業施設の建設工事着工が予定されている。延べ面積は７万6000㎡で１階か
ら４階までがイオンのＪＲ駅と直結する店舗であり、900台駐車可能の立体駐車場も建設される。
市民のイオン出店に対する意識調査によると、大型店は売上げ減少を懸念しているが、市民は買い
物が便利になると歓迎しているといわれている30）。中心市街地活性化計画の特に歩行者通行量の増
加に大きく貢献すると見られる。しかし、高齢者や非健常者たちによって構成される買い物難民の
救済に直結するかは、後にみるように課題を残している。
図11 旭川市の中心市街地の大成地区、中央地区の人口の推移
「旭川統計書」により作成、旭川市の中心市街地は大成、中央の２地区
9
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４． まちなか居住者と買い物難民
（１）サービス付き高齢者向け住宅と高齢者の買い物行動
「まちづくり３法」のもと2000年からまちなか居住は進められてきている。国土交通省は2001年に
高齢者向け優良賃貸（高優賃）住宅制度、高齢者向け専用賃貸（高専賃）住宅制度を設け、65歳以
上の高齢者を対象に家賃を補助する高優賃、高専賃を全国に建設してきた。当時、65歳で入居した
高齢者は年を重ね、後期高齢者となってきたため、2011年から、介護をする肉親であれば、若くて
も同居でき、また介護等のサービスの提供も行う「サービス付き高齢者向け住宅制度」に一本化し、
国土交通省と厚生労働省の事業として推進している。新制度では、耐火構造で「手すりの設置」「広
い廊下」「段差の解消」「緊急時対応サービス」等の条件を満たし、25㎡以上の家屋に対し、家主に
建設費、入居高齢者に家賃の一部を補助している。
図12 旭川市の中心市街地
資料 旭川市総合政策部まちづくり推進課「旭川中心市街地活性化基本計画とまちづくりについて」
平成27年２月、より引用作成
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比較的健康で、自立的生活を営んでいる高齢者用の「サービス付き高齢者向けマンション住宅」
は旭川市内に４棟ある。それは2004年３月に建設された①シャンノール平和通り（旭川市買物公園
５条通り７丁目、48戸居住）、2004年12月に建設された②はぷる211（２条通り11丁目、24戸居住）、
2009年４月に建設された③チヨダセントルタウン（１条通り２丁目、24戸居住）、2011年10月に建設
された④ソルティ517（旭川市５条通17丁目、32戸居住）である（図13）。
（２）アンケートによる高齢者の買い物行動調査
2012年６月22～24日に「高齢者向け優良賃貸住宅」（高専賃、2009年より「サービス付き高齢者向
け住宅）のシャンノールで高齢者世帯32戸に対し、アンケートを行った。
６月22日に６戸に対し、予備調査を、23日に18戸に対し本調査を、そして24～30日に８戸に対し
補足調査をそれぞれ行った。調査者は教員６名と学生27名である。ちなみに参加学生は大学健康福
祉学部コミュニティ福祉学科の学生19名、短期大学部食物栄養学科の学生４名、同生活福祉学科の
学生３名である。
①被調査者の性別と家族形態と年齢構成
夫婦が１世帯、男性の単身者が２人、他の29人は女性の単身者であり、91％を占めている（図14）。
さらに年齢構成をみると、80～84歳代が12人と38％を占めて最も多く、次いで75～79歳代が９人と
27％、70～74歳代が５人と15％、85～89歳代が４人と12％、90歳以上が１人と３％をそれぞれ占め、
全体で80歳以上が17名と50％を占めている（図15）。
図13 旭川市中心市街地のサービス付き高齢者向け住宅
旭川市資料より引用
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②シャンノールマンションに入居した理由（複数回答）
最も多いのは中心市街地であるから「便利」が25人と約８割を占め、次いで「家賃の補助」が14
人と42％、「家賃が安い」が７人と20％、「環境がよい」が９人と24％を占め、他に「家族が近い」、
「住み慣れているから」「家族が選んでくれたから」「仕方なく」が続いている（図16）。
③食事の摂取
朝食は28人と89％、昼食は29人と90％は食べるが３名が朝食、あるいは夕食を抜いている。そし
て夕食は被調査者32人全員が食べるとこたえている（図17、図18、図19）。
図14 被調査者の「性別と家族形態」
資料：「シャンーノール平和通り」アンケート
図15 年齢構成
図14に同じ
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図16 シャンノール平和通りに入居した理由
図14に同じ
図17 朝食の摂取
図14に同じ
図18 昼食の摂取
資料：図14に同じ
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④食事は１人で摂る
朝食、昼食はそれぞれ１人が２人で摂るこたえているが、他の人はすべて１人で食事をしている。
ちなみに、夕食は２人で摂る人と３人で摂る人がそれぞれ１人づついるが他の30人、98％は１人で
食をしている（図20、図21、図22）。
⑤食事で気をつけること
必ず夕食を摂るが28人と89％を占め、必ず朝食、昼食を摂るがそれれぞれ26人と80％を占める。
４番目に生活習慣秒予防のため、減塩や動物性の脂肪の摂取を控えたする人が18人と57％、バラン
スの良い食事を心がけるが17人と52％を占めている（図23）。
⑥外食、弁当の宅配、出前
外食や弁当の宅配など調理の外部化はしないと答えた人は12人と38％を占め、たまに外食などを
する人は18人と56％を占める。だがよく外食する人がわずか２人と６％であった（図24）。多くの人
は大抵の場合、食事は自分で調理するのを建前としている。
⑦外食、出前、宅配弁当をとる人の理由（対象者は20人）
友人との交流が11人、肉親の接待が２人と13人は交流・接待であり、さらに、おいしいからが３
人おり、食事の用意が大変は３人のみである（図25）。
⑧買い物の頻度
多くの高齢者は食材をはじめとする商品調達にかなり頻繁に買い物を行っている。週に１～２回
が13人と41％、週３～４回が10人と30％、そして、毎日が７人と22％を占め、１週間に何度かは必
ず買い物をする人は30名と95％以上を占めている（図26）。
⑨買い物は１人で行く
買い物は１人で行く人は22人と70％を占め、商品が重くて困っている人が12人と38％を占めてい
図19 夕食
資料：図14に同じ
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図20 朝食の人数
資料：図14に同じ。朝食をとる人は29人
図22 夕食の人数
資料：図14に同じ。夕食を摂る人は32人
図21 昼食の人数
資料：図14に同じ。昼食を摂る人は30人
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図23 食事で気をつけること
資料：図14に同じ
図24 外食、弁当宅配、出前
資料：図14に同じ
図25 外食、弁当宅配、出前の理由
資料：図14に同じ。外食、宅配、出前を取っている人は20人
0
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図26 買い物の頻度
資料：図14に同じ
図27 買い物行動
資料：図14に同じ
る。それ故、友人と連れだってゆく人は３人、家族と連れだってゆく人が４人、家族に頼んでいる
人は１人いる。さらにコープの共同購入（６人、18％）や通販（４人、14％）も利用している（図27）。
⑩必需品の購買先
食品や食材など必需品の購買先のもっと多いのはマルカツの地下の食料品のマーケットラルズで
あり、22名と約７割を占め、次いで西武とセブンイレブンはそれぞれ11名と35％、セイコーマート
と７条通り18丁目のイトーヨーカドがそれぞれ５名と17％ずつを占め、４条通り４丁目のコープサ
ッポロや緑町３丁目のイオン旭川西などかなり遠方のスーパーへも出向いている（図28）。図29はシ
ャンノールに居住する高齢者が通っている購買先の小売店を図示したものである。とりわけ80歳以
上の後期高齢者の徒歩による行動半径は200メートルとすると、現在の購買先はかなり離れており、
とりわけ雪が多く寒さの厳しい冬期間は買い物難民化する可能性が高い。
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図28 必需品の購買先
資料：図14に同じ
図29 シャンノールに居住する高齢者がよく買い物をする小売店
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図30 交通手段
資料：図14に同じ
図31 欲しい施設・店舗
資料：図14に同じ
図30に示すように29名、90％以上の人は徒歩で買い物をしている。バス（９名、25％）やタクシ
ー（７名、21％）を利用する人はかなり少ない。
⑪欲しい施設や店舗
そのような中、被調査者のもっとも欲しているのは食材の生鮮食品を販売する店であり、22名と
約７割を占める。次いで憩える喫茶店や駐車場がそれぞれ８名と25％を占め、食堂や美術館、公会
堂とともに、耳の不自由な高齢者に優しく話しかける店員さんのいる店の出店を６名、19％の人が
挙げている（図31）。
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おわりに
疲弊した中心市街地商店街に賑わいを取り戻して、買い物難民を救済すべく立案・認定された道
内諸都市の中心市街地活性化基本計画の実践は、とりわけ「まちなか居住」の側面において成功し
ていないのである。そのような中、現在、基本計画の推進途上にある旭川市における「まちなか居
住」は、住宅整備や移住・住み替え支援等の各種事業の実践によって推捗しており、事業の終了す
る2015年にはかなり高い達成率が期待できる状況にある。
2000年「まちづくり三法」施行当時、「まちなか居住」推進の一環として建設された高齢者専用賃
貸マンション（高専賃、現サービス付き高齢者住宅）の住民アンケートでは、75歳以上の後期高齢
者が全住民の８割以上を占め、多くの人は自分で調理して一人で食事をし、食材の購入のため週に
何度かかなりの頻度で買い物に一人で出かけている。後期高齢者の徒歩による行動半径を200mとす
ると、購買先店舗はかなり離れており、特に寒さの厳しい冬期間には、買い物は困難であり、買い
物難民と化している。もっとも近くにあって欲しい施設・店舗は食材、特に生鮮食品を売る店であ
る。このように高齢者が自由に買い物にゆけなくなると、十分な食料品の購入ができず、食生活に
おける栄養の偏りが健康に重大な害を及ぼすことになる31）。生鮮食品の店舗の設置、つまり生活必
需品の供給が「まちなか居住」の最も重要な課題である。先に見たように、ＪＲ駅のイオン出店に
対し、市民は買い物が便利になると歓迎しているといわれているが、行動半径の小さい被調査者の
高齢者にとっては、買い物の利便性の向上に繋がるとは考えられないのである。
ここまで「まちなか居住」する人に生活必需品を届けることを論じてきたが、同時にまちなかに
来た人達に新たなつながりの場を提供してコミュニティを形成することも大きな課題である32）。
註）
１）車を手放した高齢者や移動手段を持たない人々のように、食料品や生活必需品の買い物に困る人を「買い物難民」
といい、帯広畜産大学の杉田聡氏が最初に名付けた（杉田聡『買い物難民もうひとつの高齢者問題』大月書店、
2008年、p13参照のこと）といわれる（薬師寺哲朗・高橋克也・田中耕一「住民意識から見た食料品アクセス問
題－食料品の買い物における不便や苦労の要因－」日本農業経済学会『農業経済研究』第85巻第２号、岩波書店、
2013年、p.２、笹井かおり「「買い物難民」問題－その現状と解決に向けた取組－」『立法と調査』No.307、2010
年、p109）。
２）石原武政「小売業から見た買い物難民」都市計画学会『都市計画』60、2011年、pp.46～49。
３）前掲「住民意識からみた食料品アクセス問題－食料品の買い物における不便や苦労の要因－」pp.49～60。
４）2012年10月１日現在、47都道府県中、人口密度最低は47位の北海道の69.25人/平方キロメートルであり、それ
に対し第１位は東京都で6,070.69人/平方キロメートルであり、その格差は88倍である（国土交通省国土地理院
「全国都道府県市区町村別面積調」）。
５）大野剛志「2013自治講座人口減少下のまちづくりを考える。事例報告③」『北海道自治研究』（No.540）、2014
年、pp.16～18。
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６）同事業は、集落の維持、活性化に向けた基幹産業モデルとして勇払群占冠村、住民本位による効果的再編統合に
よる再生を目指す再編統合モデルとして深川市納内地区、そして高齢化率55.3％で、地元商店の閉鎖等によって
求められている買い物難民対策、通院対策などに対し、交通手段や地域の担い手の確保、住民同士の絆の強化等
によってコミュニティの再生を目指す高齢化モデルとして幌加内町母子里地区を対象に推進されている。
幌加内町母子里地区の調査結果では、生活必需品の購入を見ると、地区外の小売店で購入している人は７割、移
動スーパーが１割、小売店と移動スーパーが１割、移動スーパーの利用は合計２割であったが、要望では移動ス
ーパーへのものが多く、もっと頻繁に、品揃えの拡充、もっと近くに、鮮度のよいもの、もっと安く等が村民の
５割以上を占めていた。これは村民が買い物が桎梏になりつつあり、地元に小売店が欲しい、GSが必要の要望を
考慮すると、買い物難民化が徐々に進行していることが明らかになっている（佐々木悟「母子里集落における交
通と購買行動」旭川大学地域社会研究会『母子里集落の維持・再生に関する「生活実態調査報告書』pp.14～27、
北海道総合政策部地域づくり支援局地域政策課「「集落総合対策モデル事業」におけるモデル集落の取組状況
（http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/ckk/syuraku/horokanai_ikenkoukan_05shiryo03.pdf）」。
７）認定をうけて中心市街地基本計画を推進している都市は帯広市、砂川市（以上2007年８月）、滝川市、小樽市
（以上2008年３月）、岩見沢市、富良野市（以上2008年７月）稚内市（2009年６月）、北見市、旭川市（以上2011
年３月）、函館市、帯広市（第２期）（以上2013年３月）の10市である（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tik-
i/chukatu/nintei.html）。
８）加藤義忠「大店法廃止と大店立地法の制定」加藤義忠・佐々木保幸・真部和義『小売商業政策の展開[改訂版]』
同文館出版、2006年、pp.122～146。
９）同上書。
10)日本における開業は1969年に高島屋が東京都玉川に玉川高島屋を開設したのが最初である。そしてショッピン
グセンターの郊外化は1980年代中期から進行してきている。（前掲『現代の小売流通』pp.58～59）。
11）国土交通省都市・地域整備局まちづくり推進課『まちづくり三法の見直し』ぎょうせい、2006年、pp.３～15。
12）商業統計調査は1997年まで通商産業省によって３年ごとに行われていたが、1999年以降は経済産業省によって、
５年ごとに行われ、本調査のあと、２年目に簡易調査が行われ、2007年まで発表されている。
13）国土交通省「中心市街地活性化のまちづくり－コンパクトなまちづくり－」（http://www.mlit.go.jp/crd/in-
dex/outline/index.hit)。
14）青森市は、市街地拡大にともない、行政需要の増大と財政支出、郊外部におけるインフラ整備コストの増大によ
って、財政が圧迫され、それを抑制する目的でコンパクトなまちづくりに着手した（財団法人都市計画学会『コ
ンパクトなまちづくり』ぎょうせい、2007年、pp.110～113。
15）国土交通省都市・地域整備局まちづくり推進課/都市計画課監修『概説まちづくり三法の見直し』ぎょうせい、
2006年、pp.５～７。
16）コンパクトシティの定義については、Ｐ・ニュウーマンとJ・ケンワッシーは『都市と自動車依存』（1989年）の
なかで、都市の人口密度と１人当たりガソリン消費量の関係を取り上げ、人口密度が高く、ガソリン消費量のも
っとも少ない都市をコンパクトシティと位置づけた。また、ダントツとサアティは都市のコア450m以内の中心
部に公共施設を集中は位置して、同じ同心円上に居住地区を配置した効率的都市システムをコンパクトシティと
定義している。それ故、コンパクトシティはただ密集、まとまっているだけでなく、合理的に計画され、秩序あ
る高密度で土地の計画的利用、高度利用が行われていることを要件とする（山本恭逸『コンパクトシティ－青森
の挑戦－』ぎょうせい、2006年、pp.38～43)。
17）帯広市「帯広市中心市街地活性化計画」平成19年８月、pp.３～57。
18）砂川市「砂川市中心市街地活性化基本計画」平成19年８月、pp.３～73。
19）滝川市「滝川市中心市街地活性化基本計画」平成20年３月、pp.３～102。
20）小樽市「小樽市中心市街地活性化基本計画」平成20年７月、pp.４～82。
21）岩見沢市「岩見沢市中心市街地活性化基本計画」平成20年11月、pp.３～135。
22）富良野市「中心市街地活性化基本計画」平成20年11月、pp.３～95。
23）稚内市「稚内市中心市街地活性化基本計画」2009年6月、pp.5～114。
24）北見市「北見市中心市街地活性化基本計画」平成23年３月、pp.9～87。
25)旭川市「旭川市中心市街地活性化基本計画」2011年２月,pp.5～102。
26）「認定中心市街地活性化基本計画の最終フォローアップに関する報告」砂川市（http://www.city.sunagawa.hok-
kaido.jp/uploads/99file/6160.pdf）は7p,小樽市（http://www.city.otaru.lg.jp/simin/sumai/machidukuri/chu-
sinsigaiti/index.data/saisyuufolowup.pdf）は8p、滝川市は（http://www.city.takikawa.hokkaido.jp/230keiz-
ai/04genkitown/files/25-folow-up.pdf）は6p,稚内市（ttp://www.city.wakkanai.hokkaido.jp/files/00002800-
/00002879/20131023091536.pdf）は4p,帯広市http://www.city.obihiro.hokkaido.jp/shoukoukankoubu/san-
gyoumachidukurika/d070301kihonkeikaku.data/syogyomachidukuは３pを参照されたし。
27)大規模小売店の出店はこの間旭川市では増え続けている。大規模小売店の総数は2000年の54店舗から2011年に
は74店舗へと24店舗、約5割増加している（旭川市商工観光課資料）。
28）旭川市「旭川市統計書」平成25年度版、第６章、商業、pp.41～48。
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29）旭川市は市議会建設公営企業常任委員会で、JR旭川駅周辺の再開発地区「北彩都」で２区画の売買契約が成立し
たことを明らかにした。うち、１区画は市内の土木業者A社にグループ会社が「サービス付き高齢者向け住宅」
と一般向け賃貸住宅を建てる（北海道新聞2014年１月23日）。
30）『北海道経済』No.541、2014年１月、pp.100～102。
31）前掲「買い物難民問題－その現状と解決に向けた取組－」『立法と調査』No.307、p109。
32）前掲「小売業から見た買い物難民」『都市計画』294、P294。
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